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2月・3 月 定 例 会

大阪市会は、平成15年度予算案などを審議する２月・３月定例会を
２月20日から３月18日まで開きました。
予算案及び予算関連案件については、２月20日の本会議で市長から
説明を受け、25日、26日の本会議で各会派の代表質問を行いました。
その後、６常任委員会にそれぞれ所管別に付託し、委員会審査を経た
あと、３月18日の本会議において賛成多数により、原案どおり可決し
ました。
このほか、この定例会では、平成14年度の補正予算案をはじめ、「司
法制度改革の推進に関する意見書案」や「基礎年金の国庫負担割合の
早急な引き上げを求める意見書案」など合わせて103件の案件を議決し
ました。 市会本会議場（傍聴席から）

　2月２５日の本会議で自由民主党、民主・民友、公明党が、翌２６日の
本会議で日本共産党、自由民主党が、それぞれ予算案等に対する代
表質問を行いました。その質問の中から主なものを紹介します。 

各  会  派  の  代  表  質  問 

●外郭団体について
大阪市はＡＴＣやＷＴＣなど第三

セクター５社への貸付支援について、
平成15年度当初予算への計上を見送
ったが、各社に対する今後の支援を打
ち切る覚悟で抜本的に再建策を検討し
なければ、もたれ合いの構造から脱却
できない。大阪市だけが過度の負担を
強いられることなく、他の債権者や株
主にも強く負担を求め、市民が十分に
納得でき、将来に禍根を残さない対策
を練り上げるべきである。

第三セクター５社について抜本的
な再建計画を策定することとして、貸
付支援の当初予算計上を見送った。各
社の施設は、その集客力を生かした地
域開発や経済活性化の拠点であること
から、事業継続を前提とした再建策の
構築が必要である。大阪市としては、
今後各社の自立的・持続的な経営が可
能となるような抜本的な対策を検討す
るとともに、金融機関や他の株主とも
精力的に協議し、各社の再建策を早急
に取りまとめ、不退転の決意で再建に
取り組む。
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●子育て支援について
保育ニーズが高まる中、大阪市の

平成14年４月の保育所の待機児童数
は全国一であり、市長の公約でもある
保育所待機児童の解消に全力を挙げて
取り組まなければならない。
また、全小学校で取り組まれている

児童いきいき放課後事業は、活動時間
の延長など一層の内容の拡充が求めら
れており、子どもに関するさまざまな
施策や事業と調整し、市民の要望に応
えられるようにするべきである。

平成15年度以降も引き続き、保
育所の新設・増改築や駅前ビルなどの
空きスペースを活用した分園整備等を
着実に推進し、０～２歳の低年齢児を
中心に入所枠の拡大を図るとともに、
一時保育の拡充など就学前の子育て環
境の整備にも努めながら、保育所待機
児童の解消に向けて全力で取り組む。
また、児童いきいき放課後事業につ

いては、今後とも、保護者・児童の要
望に応えるよう、関連する事業を実施
している関係局同士の連携を強化しつ
つ、事業のより一層の充実に努める。
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●経済活性化を通じた都市再生につい
て

大阪経済を活性化させるには、地
域経済を牽引する新産業の創造が必要
であり、その取り組みとして、研究成
果などの知的財産を有効に活用し、ロ
ボットなど成長産業としての集積や、
ものづくり再生を図るべきである。
また、高い技術を持ちながら事業化

に向け資金調達に悩む企業のため、知
的財産などを担保に、金融機関や投資
家から資金の提供を受けられる仕組み
づくりが必要である。

企業などが持つ知的財産の効果的
な活用を促すため、知的財産活用推進
計画を政令指定都市として初めて策定
する一方、ものづくり再生のため、ロボ
ットや健康・予防医療分野などの産学
官連携プロジェクトを推進していく。
また、中小企業の新事業の立ち上げ
を支援するため、技術力や市場性を専
門家が適正に評価する「ビジネスプラン
鑑定団」を創設し、優秀評価を受けた企
業には、物的担保重視によらない融資
の適用など資金面での支援に努める。
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●大阪文学の振興について
大阪に関する文学については、ま

だまだ市民に広く知られていないもの
が多い。大阪にゆかりのある作家や作
品を発掘し、市民に周知することは、
広く大阪を宣伝することになり、大変
意義深いことである。多くの市民が訪
れている大阪歴史博物館の中に大阪ゆ
かりの文学の紹介を取り入れ、大阪文
学の振興を図るべきである。

大阪歴史博物館では、大阪の歴史
と文化を中心に、広く歴史に関する情
報を集めた学習情報センター「なにわ
歴史塾」を２階に開設し、図書を開架
するとともに、ビデオブースにおいて
映像ソフトを公開している。今後、こ
の「なにわ歴史塾」に、大阪にゆかり
のある作家の作品を開架するととも
に、大阪の文学の歴史をたどるような
ビデオを作成し、公開することにより、
来館者をはじめ市民が貴重な大阪の文
学を再認識し、併せて、大阪の文学に
親しむ契機にしていきたい。

答

問

●国民健康保険について
平成15年度も国民健康保険料の

値上げがなされると、４年連続の値上
げとなり、市民の負担の限界を超えた
ものとなる。保険料が上がるたびに収
納率は下がり続け、連続の値上げは滞
納者を増やすだけであったことは明確
であり、値上げは中止すべきである。
また、保険料を支払えない市民に短期
保険証や資格証明書を発行することは
直ちに中止すべきである。

問

財政総務委員会
力の開発や大阪の優れた芸術家の育成
に努めていく。

特別養護老人ホームの入所選考指
針は

平成15年２月に策定した入所選考
指針において、入所優先順位の評価は、
要介護度や世帯の状況、在宅サービス
の利用率、地域性による評価を点数化
した基本的評価基準と、性別や施設の
専門性、個別の事情等を評価する個別
的評価事項の総合評価としている。平
成15年６月からの運用にあたっては、
各施設において合議制による入所選考
委員会を月１回程度開催し、直近の状
況で優先順位を決定する。今後、各施
設における運用状況を検証するととも
に、入所指針を２年に１度は見直すな
ど、公平性・透明性のある入所選考が
行われるよう努力をしたい。
障害者支援への取り組みは
平成15年４月からの主な障害者施

策の支援費制度への移行に伴い、障害
者が住み慣れた地域の中で、在宅での
自立生活を支援していくことを基本と
して、現行のサービスを低下させるこ
となく、質の高いサービスが供給され
るよう基盤整備を図るとともに、円滑
な制度運営に努める。また、精神障害
者への支援としては、精神障害者グル
ープホームに対して、費用面で運営を
支援するとともに、精神障害者に対す
る正しい理解のための普及啓発により
一層の力を入れて取り組む。

新しい総合計画の策定に向けた取
り組みは

新しい総合計画では、施策の重点
方向を示し、これまで蓄積してきたも
のを活用した新たなまちづくりの方向
を描き、目指すべき将来展望をわかり
やすく伝えられるものとしていきたい。
また、計画に市民の意見が反映される
よう、平成14年に実施した「これから
の大阪アンケート」の結果を活用する
とともに、検討の節目にあたっての意
見募集や意見交換などを考えている。
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計画の策定にあたっては、新しい発想
に立った計画づくりを進め、戦略性の
ある大阪らしい計画となるよう努める。

都市居住の促進に向けたマンショ
ン施策は

マンションの適切な維持・管理の
促進に向け、平成15年度から専門家に
よるアドバイザー派遣制度を実施し、
管理組合に対して直接現地でアドバイ
スを行うとともに、建て替えに向けた
本格的な検討の開始が決定した管理組
合には、一定の調査費用を補助する。
また、従来の優良建築物等整備事業に
スーパー優良建築物整備型を設け、民
間事業者から景観や環境への配慮、地
域への貢献という視点でのプロジェク
ト提案を求め、今後のモデルとなるマ
ンション供給を誘導していきたい。

ユニバーサル･スタジオ･ジャパンに
ついての支援策や集客魅力の向上策は

ＵＳＪ社においては、予想以上に
落ち込んだ集客の早期回復に向け、前
倒しで追加アトラクションの整備を行
うこととしたが、多額の資金を必要と
するため、コスト削減など自助努力に
努めるとともに、親会社のアメリカ・
ユニバーサル社に対して、新規アトラ
クション導入に係る支払い繰り延べを
要請しているところである。大阪市と
しては、ＵＳＪ社に対して、筆頭株主
として資金協力を行う一方、家族連れ
を対象としたチケットの販売や市内
小・中学生、高校生をターゲットとす
る企画について提案していく。
阿倍野再開発事業の進捗状況は
現在、現計画に基づく管理処分に

向け地元権利者と協議中であり、特定
建築者の公募選定に向け、早期に事業
推進を図っていく。また、選定にあた
っては、厳正に審査し、将来的な施設
の繁栄に貢献する企業を選定する。万
が一、進出企業が見込めない状況にな
れば、商業施設を取り巻く環境や公募
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○司法制度改革の推進に関する意見書
○イラク問題の平和的解決を求める決議

（以上、平成15年２月20日可決）
○基礎年金の国庫負担割合の早急な引き上げを求める意見書
○パートタイム労働者・有期契約労働者の適正な労働条件の整備及び均等待
遇を求める意見書
○医療制度改革に関する意見書

（以上、平成15年３月18日可決）

可決された意見書・決議

各会派の代表質問、常任委員会での論議については、詳しくは後日作成さ
れます会議録、委員会記録をご覧下さい。
作成された記録は、市会図書室内の市会情報コーナー（市役所７階）や市
立中央図書館などのほか、大阪市会ホームページ（http://www.city.osaka.jp/
shikai/）でもご覧いただけます。

今後の財政運営は
限られた財源を重点的に配分する

など財政構造改革に強力に取り組むと
ともに、事業評価システムを活用し、
より効果的・効率的な財政運営に努め
る。福祉サービスを含めた市民サービ
スについては、安全ネットの構築と各
種制度の公平・公正な運営が基本であ
るとの認識に立ち、精査していかなけ
ればならない。税源移譲を中心とする
自主財源の充実強化が最も重要である
ため、今後も引き続き他の指定都市と
も連携を図り、地方分権にふさわしい
税源の充実強化を目指して強力に取り
組む。
大都市制度のあり方は
大都市制度研究会を設置し、基礎

的自治体と広域自治体との適切な役割
分担と連携を基本に、大都市が能力に
応じて市域内の行政を行うとともに、圏
域全体の水平的・総合的な調整等を実
施すべきであるとした議論のポイントを
中間論点整理として発表したところであ
る。今後は、さらに市民の視点から研究
を進め、大阪市が目指す大都市制度を
明らかにし、市民に大阪市の考え方を
わかりやすく伝えていく。

指導力不足教員への対応は
指導力不足にはさまざまな要因が

あり、その状況に応じて学校で指導や
研修を行っているが、学校での対応が
困難な場合は、必要に応じて教育委員
会が直接指導している。また、指導力
不足の判定には、客観性や妥当性が求
められることから、退職校長を嘱託職
員として採用し、授業観察等も行いな
がら個々の状況や程度を的確に把握し
ていきたい。さらに今後、研修の実施
にあたっては、弁護士や学識経験者等
による調査委員会を設置し、客観的な
意見による対応を検討するなど適切に
対応していきたい。

大阪の集客魅力の創出と文化芸術
の振興は

新たな観光魅力として、商店街に
おける大阪弁講座や商人体験など、参
加体験型メニューが市内各所で創出さ
れているが、今後とも、まち全体で多
彩な参加体験型メニューが開発される
よう働きかけていく。また、10年程度
の暫定的取り組みとして、元精華小学
校の体育館を小劇場に改修し、芸術性
の高い演劇を公演する場として稼動さ
せ、演劇文化の創造発信拠点とするこ
とを目指していく。さらに、芸術創造
館など既存施設を活用して、実験的に
｢大阪現代芸術祭｣を開催し、文化創造

答

問

答

問

答

問

答

問

条件など、総合的に再度調査・研究し、
地元権利者の意向も十分踏まえ、慎重
かつ柔軟に対応していく。

地下鉄駅の防災設備の整備状況や
災害発生時の対応は

地下鉄駅では、電源を２系統にして
停電を防いでいるが、万が一停電した
場合でも、バッテリーによる誘導灯や非
常照明を設けている。また、国の基準
等に基づき、ホーム階の排煙設備は全
駅で整備が完了しているが、コンコース
階の排煙対策などで基準の一部を満た
していない駅が36駅あるため、平成15
年度中に火災対策設備の整備計画を策
定し、基準達成に向け、総力を挙げて
取り組む。引き続き韓国の火災事故の
正確な情報を収集し、研究を重ね、必
要な場合は現在のマニュアルを直ちに
見直し、職員の教育訓練に努めたい。

今後の水道事業運営は
計画的な施設の更新・整備や総合

的な震災対策の推進の必要性から、経
営状況はより一層厳しさを増すものと
見込まれ、引き続き経営の効率化や経
費削減、資産の有効活用等に取り組む。
民営化等の議論に対して､人の健康、
命にかかわる水道事業は公営を堅持す
べきと考えている。今後､より一層経
営の活性化に取り組み、経済性と公共
性を併せ持った公営企業の良い面をさ
らに発揮していく。
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総額４兆３,１３２億８,３００万円
大阪市会議員の
新たな任期が
スタートしました

去る４月13日の大阪市会議
員選挙で、市内24区から89
人の議員が市民の皆さんの代
表として選ばれました。今回
当選した議員の任期は、平成
15年４月30日から平成19年
４月29日までの４年間です。

自由民主党 多賀谷俊史議員 民主・民友 壷井美次議員 公　明　党 高田雄七郎議員

自由民主党 T昭二郎議員

日本共産党 関根信次議員

〔 〕
その他の質問項目
財政問題、行政の構造改革、都市再生、
生活保護の適正な実施、大都市制度、
新たな総合計画の策定　など 〔 〕

その他の質問項目
財政問題、分権改革と行財政改革、雇
用施策、ホームレス問題、第三セクタ
ーの問題、福祉施策　など 〔 〕

その他の質問項目
非常事態宣言下における安全ネット、
雇用問題、市民生活を守る福祉と保健、
新しい住宅施策、教育改革　など

〔 〕
その他の質問項目
大阪経済の活性化、スポーツの振興、
子育て支援施策の充実、男女共同参画
社会のあり方、教育問題　など

〔 〕
その他の質問項目
介護保険事業、医療費助成制度、大規
模開発から生活密着型公共事業への転
換、教育問題、中小企業支援 など

〔 〕
その他の質疑項目
行財政改革の主な取り組み、外郭団体
の見直し、雇用施策の推進、男女共同
参画推進施策の今後の取り組み など

〔 〕
その他の質疑項目
国民健康保険事業、生活保護の適正実
施、ごみ減量・リサイクルの推進、斎
場・霊園の整備 など

〔 〕
その他の質疑項目
教職員の資質向上、道徳教育、大阪経
済の活性化、公設市場跡地の有効利用、
花と緑のまちづくり推進 など

〔 〕
その他の質疑項目
大阪駅北地区の開発、御堂筋の再生、
密集市街地の整備、救急救命士の処置
範囲の拡大 など

〔 〕
その他の質疑項目
今後の交通事業運営、フェスティバ
ル・ゲート事業の再生、赤バスの拡充、
今後の鉛管対策 など

〔 〕
その他の質疑項目
大阪港の「スーパー中枢港湾」指定に向
けた取り組みと利用促進策、放置自転車
対策、道頓堀川の水質改善　など

市 会 の 動 き
［2 月・ 3 月 定 例 会 ］
2/13（木） 招集告示
17（月）・18（火） 常任委員会（事前調査、請願書・陳情書の審査）
20（木） 本会議〈開会〉（予算案等の市長説明など）
25（火）・26（水） 本会議（代表質問）
27（木） 常任委員会（説明など）
28（金） 常任委員会（実地調査）
3/４（火）～７（金） 常任委員会（質疑）
13（木）・14（金） 常任委員会（事前調査、請願書・陳情書の審査）
18（火） 常任委員会（態度決定）

本会議〈閉会〉（予算案等の可決など）

毎年多額の市費の繰り入れ等によ
り、保険料負担の軽減に努めているが、
巨額の累積赤字を抱えるなど、財政状
況は厳しく、平成15年度には医療給付
費等が１人当たり実質2.2％上昇するこ
とが見込まれ、被保険者にも一定の保
険料を負担していただかざるを得な
い。また、短期保険証、資格証明書の
発行については、被保険者間の保険料
負担の公平化を図るという趣旨を十分
踏まえた上、保険料滞納者の実情を十
分把握しながら適切な運用に努める。

答

常任委員会での主な論議  
　3月4日～7日の4日間、6常任委員会において、それぞれ
予算案等に対する論議が交わされました。その主な内容を
各常任委員長の審査報告をもとに紹介します。 

文教経済委員会

計画消防委員会

芸術創造館

列車火災を想定した合同訓練

民生保健委員会

建設港湾委員会

交通水道委員会


